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退職年金制度の再構築について 
 

 杏林製薬株式会社（社長：荻原郁夫）は、確定拠出年金法の施行に伴い、従来の退職一時金制度と厚

生年金基金制度について見直し、２００５年１月より確定拠出年金及び新たな確定給付年金からなる新

退職年金制度に移行することにいたしました。 
当社は、１９６８年に「杏林厚生年金基金」を設立し、国の厚生年金を一部代行して運用するととも

に基金独自の年金支給を行い、１９９０年からは退職金の一部を加算年金とする現行の仕組みを導入し、

社員の退職後の経済支援を行ってまいりました。更に、不透明な経済情勢下、企業の将来の収益リスク

抑制や多様化する社員のライフスタイルへの対応のため、２００３年８月に杏林厚生年金基金の代行部

分（将来分）を返上し、この度、加算年金給付利率の引き下げ（５.５％から３.０％へ）を含めた新退
職年金制度に移行いたします。 
新退職年金制度では、退職一時金制度の一部を社員の自己判断により確定拠出年金ないしは前払い退

職金のいずれかとして選択することのできる確定拠出年金、及び終身年金（第一年金）と有期年金（第

二年金）からなる新たな確定給付年金を導入いたします。 
なお、本移行に関しては、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準委員会 ２０
０２年１月３１日企業会計基準適用指針第１号）を適用する予定です。この結果、終了する退職一時金

制度の一部に係わる退職給付債務とその減少分相当額の支払額等との差額 約１６億円を特別損失とし
て計上する見込みです。 

 
また、上記制度の導入に伴い、年金資産の積立不足の一括拠出が新制度への移行時のみ認められるこ

とから財務上・税務上の諸要因を勘案し、年金資産の積立不足額として約９５億円を一括拠出する予定

です。これにより、当社は年金基金財政の健全化やバランスシートのスリム化による総資本利益率（Ｒ

ＯＡ）の向上が図られるものと考えております。 
 
なお、上記の特別損失計上見込み額及び年金資産積立不足額は現時点での推計値であり制度移行時ま

での状況変化により変動する可能性があります。 
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